
JICA環境社会配慮助言委員会 第 169回全体会合 

2025年 6月 6日（金） 14:00～17:00 

JICA本部 2階 202会議室及びオンライン 

議事次第 

 

1. 開会 

 

2. WGスケジュール確認 

 

3. 案件概要説明（ワーキンググループ対象案件） 

（1） モンゴル国チンギスハーン国際空港拡張事業（協力準備調査（有償））スコーピング

案（未定） 

 

4. モニタリング段階の報告（各 15分） 

（1） カンボジア国国道 5号線改修事業（バッタンバン－シソポン間） 

（2） カンボジア国国道 5号線改修事業（プレッククダム－スレアマアム間） 

（3） カンボジア国国道 5号線改修事業（スレアマアム－バッタンバン間及びシソポン－

ポイペト間） 

 

5. その他 

（1） ケニア国オルカリア V地熱発電開発事業（有償資金協力）にかかる更新情報の報告

について（6月 30日（月）WG開催予定） 

（2） ベトナム国オモン 3コンバインドサイクル発電所建設事業（有償資金協力）にかか

る経緯報告について 

（3） ビジネスと人権にかかる報告について 

 

6. 今後の会合スケジュール確認他 

・次回全体会合（第 170回）：2025年 7月 7日（月）14:00から（於：JICA本部及びオ

ンライン） 

 

7. 閉会 



モンゴル国
チンギスハーン国際空港拡張事業 準備調査

(有償資金協力・円借款)

環境社会配慮助言委員会 全体会合
案件概要説明資料
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2025年6月6日
独立行政法人国際協力機構

東・中央アジア部東アジア課



1. 事業の背景

2. 事業の概要

3. 代替案検討

4. 環境社会配慮事項

5. 今後のスケジュール
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• モンゴル国では、1957年に建設された旧チンギスハーン国際空港（現ボヤント・オハー空港）
が年々老朽化し、また南東の2方面を山に囲まれ、離発着の向きが限定的な立地上の制約から遅
延や欠航が頻発していたため、離発着の制約を受けにくい立地に、新たにチンギスハーン国際空
港を円借款を活用して建設した（2021年7月開港）。

• 本空港の運営は、モンゴル政府とのコンセッション契約により、日本企業4社とモンゴル政府の
合弁企業であるNew Ulaanbaatar International Airport LLC（以下、NUBIA）が担っており、
本空港は日モ協力の象徴となっている。

• 2020~21年はコロナ禍の影響を受けたものの、2023年には旅客需要が回復し、2024年には218
万人（国際旅客 約176万人、国内旅客 約42万人）、貨物量は、2024年に11,000t（輸入7,780t、
輸出3,220t）を記録した。

1. 事業の背景

3出典：JICA



• 旅客数が設計容量（国際線138万人、国内線27万人）を超えており、空港各種施設では混雑が
顕在化している。

• NUBIAは施設の一部改修や運用の改善を行っているが、将来的な需要増加に対応するため、
抜本的な対策が必要となっている。

旅客取扱施設の処理能力と混雑状況（先行調査の需要予測から試算）

1. 事業の背景
＜旅客取扱施設の処理能力と混雑状況について＞
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• モンゴル国営航空MIATが2025年秋よりサンフランシスコ就航を計画している。

• 想定している使用機材や運航計画によると、貨物搭載量に大きな制限がある。

• MIATは滑走路延伸を強く要望している。

• 先行する情報収集確認調査では想定される貨物積載量に見合う必要な滑走路の
延伸距離は800mと試算されている。

1. 事業の背景
＜滑走路延伸の必要性について＞
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• 道路・運輸省（Ministry of Road and Transport）
• 民間航空庁（Civil Aviation Authority of Mongolia）

• 滑走路（3,600mから4,400mに延伸）、誘導路、エプロン整備
• ターミナルビル、駐車場整備
• 関連施設整備・機材整備
• コンサルティング・サービス（設計、施工監理等）

２. 事業の概要

本事業は同国唯一の国際空港の施設拡張により、航空旅客及び貨物輸送の将来的な需要増加に対応することで
混雑緩和及び更なる利便性の向上を図り、もって同国の経済発展に寄与するもの。

目的

事業内容

実施機関
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200 km

チンギスハーン国際空港位置図

スキーム

対象地

調査スケジュール

トゥブ県セルゲレン郡フシギーン・フンディ

有償資金協力円借款

2025年4月～2026年5月

出典：Google Map、JICA調査団



２. 事業の概要
＜事業対象地位置および空港の既存設備について＞
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事業対象地

出典：Google Earth、JICA調査団
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滑走路（北西を臨む） 駐機場延⾧が検討される滑走路北西端の硬岩の
丘陵

駐機場と旅客ターミナルビル外観
（駐機場側）

２. 事業の概要
＜チンギスハーン国際空港における主要な施設の運用状況＞

混雑する早朝の出発ロビー 混雑する早朝のチェック
インカウンター

到着ロビー ロビー中央部の吹き抜け

出典：JICA調査団



精密進入灯

誘導路 E

GP変電所

簡易進入灯

誘導路 C誘導路 B

LLZ変電所

格納庫

空港メンテナンスビル

焼却炉ビル

汚水処理施設

GSEメンテナンスビル

管制塔

暖房付き車庫

消防署

事務所棟

駐車場

エプロン

主受変電所

浄水施設

貨物ターミナルビル

航空燃料施設

熱源プラント

誘導路 D

誘導路 A

着陸帯
3,750 x 300m

旅客ターミナルビル

■本事業で整備実施（改良）を検討する施設
■本事業で整備を行わない施設開発用地境界

制限フェンス

滑走路

２. 事業の概要
＜各施設位置と延伸予定位置図＞

出典：Google Earthを元にJICA調査団作成



3. 代替案検討
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＜ゼロオプションの場合＞
• 施設の混雑の顕在化
• 輸送量は既に設計容量を超えており、伸びゆく需要に対応できず、航空交通の利便性低下により

経済成⾧の足かせになる可能性がある。

評点オプションB
（東側へ滑走路延伸）評点オプションA

（西側へ滑走路延伸）配点評価項目

20伸びゆく旅客需要に対応でき、利用者に一定の便
益をもたらす。20伸びゆく旅客需要に対応でき、利用者に一定の便益をもたら

す。20開発効果
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＜用地取得＞
用地取得が必要と考えられる範囲は218,000m2で
あり、オプションAに比べて取得費用がかかる見込
み。
＜工事費＞
滑走路延伸に係る土工、舗装工、排水工、付帯施
設工、AGL工の合計で約130億円

20

<用地取得＞
用地取得が必要と考えられる範囲は43,000m2であり、オプ
ションBに比べて取得費用がかからない見込み。
＜工事費＞
滑走路延伸に係る土工、舗装工、排水工、付帯施設工、AGL
工の合計で約77億円

20経済性
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＜地盤・地形条件＞
• 滑走路の延伸部が空港東側の丘に抵触するのに

加え、周辺の地形が進入表面に抵触することか
ら大規模な造成工事が必要となる。

（造成量は、切土約447万m3、盛土約13万m3

造成範囲は77万m2

＜排水工事＞
• 造成範囲が大規模であることから、既設の洪水

対策排水施設を約780m切り回す必要がある

20

＜地盤・地形条件＞
滑走路の延伸部は空港西側の丘に抵触するため、造成工事が
必要となる。当該部の地層は主に岩によって構成されること
から、岩掘削工事が発生する。本空港整備時には当該部の一
部を発破により掘削したが、運用下においてはハンドブレー
カー等による工事となる（造成量は切土：約123万m3、盛
土：約28万m3、造成範囲は48万m2）
＜排水工事＞
造成範囲により、既設の洪水対策排水施設を約460m切り回
す必要がある。

20施工性

(1/2)



3. 代替案検討

11

＜ゼロオプションの場合＞
• 施設の混雑の顕在化
• 輸送量は既に設計容量を超えており、伸びゆく需要に対応できず、航空交通の利便性低下により

経済成⾧の足かせになる可能性がある。
(2/2)

評点オプションB
（東側へ滑走路延伸）評点オプションA

（西側へ滑走路延伸）配点評価項目
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＜騒音・振動＞
大規模な造成工事が行わるため、一定の影響が予想さ
れる。
＜地形地質＞
大規模な造成工事が行われるため地形は大きく変化す
る。

15

＜騒音・振動＞
岩掘削工事を行うことにより騒音・振動が大きいため、一定の影
響が予想される。
＜地形地質＞
延伸部が西側の丘に抵触し、大規模な造成工事を行う必要がある
ため、地形は大きく変化する。

20環境影響

4
造成範囲が大規模なため、開発用地境界線を超える部
分（約218,000m2)は用地取得を実施する可能性があ
る。

20
造成範囲が開発用地境界線を超える部分(約43,000m2)については、
用地取得を実施する可能性がある。20社会影響

5195
需要経済性や土木工事の観点に加え、用地取得の面積がオプショ
ンBに比べて小さいことから、オプションAを推奨する。100推奨



4. 環境社会配慮事項

概要項目No.

「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2022年1月公布）適用ガイドライン１

カテゴリA
分類根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」
（2022年1月公布）に掲げる空港セクターに該当するため。

カテゴリ分類２

スコーピング案
ドラフトファイナルレポート助言を求める事項３

モンゴル国の国内法に基づきDEIA（Detailed EIA）の実施と
環境許認可の取得が必要。環境許認可４

12



4. 環境社会配慮事項
＜想定される主な影響（工事中）＞

予測・評価・緩和策内容調査内容想定される影響影響要因分野

定性的予測、および
基準値との比較
大気汚染対策を講じる

法令に定められた項目の
ベースライン調査・測定

土地造成等の土木工事による粉塵の発生、重機や
トラックによ
る大気汚染物質の排出

大気汚染

汚染対策

基準値との比較
水質汚染対策を講じる

法令に定められた項目の
ベースライン調査・測定

土地造成工事における雨水等による濁水、コンク
リート排水や含油排水水質汚染

最終処分場の把握、
廃棄物対策を講じる

法令に定められた項目の
ベースライン調査

建設残土やアスファルトガラ等の建設廃棄物が発
生廃棄物

基準値との比較
土壌汚染対策を講じる

法令に定められた項目の
ベースライン調査・測定

工事車両、建設機械等からの潤滑油、燃料油漏洩
による土壌汚染土壌汚染

定性的予測、および
基準値との比較
騒音・振動対策を講じる

法令に定められた項目の
ベースライン調査・測定重機やトラックの稼動による騒音・振動騒音振動

取水制限との比較
地盤沈下対策を講じる取水状況の確認地下水のくみ上げによる沈下地盤沈下

重要種の個体数、
生態系への影響の程度

動物相、植物相、重要種の
生息環境に関する調査
自然保護区、KBA等の有無

動植物への影響、生態系への影響生物多様性
自然環境

地形の改変を最低限に抑える土工計画の策定（切
土・盛土バランス調整等）対象エリアの確認滑走路延伸に伴う用地造成地形・地質

補償・支援策を講じる用地取得の規模、
現在の土地利用状況の確認滑走路延伸に伴う用地取得用地取得社会環境

13



4. 環境社会配慮事項
＜想定される主な影響（供用時）＞

予測・評価・緩和策内容調査内容想定される影響要因分野
定量的予測に基づく
基準値との比較
廃棄物の取り扱い計画の策
定

ベースライン調査・測定航空機離発着便数の増加による
大気汚染、騒音および一般廃棄
物の増加、地盤沈下汚染対策

重要種の個体数、
生態系への影響の程度

動物相、重要種の生息環
境に関する調査

動物への影響、
生態系への影響自然環境

雇用機会の創出に向けた
計画・立案

先方機関の組織、
女性の雇用状況

ジェンダーへの影響

社会環境
感染予防対策の計画・立案感染症の状況、

感染症防止対策
観光客増加による感染症の拡大
への影響
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5. 今後のスケジュール

2026年2025年

6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

環境許認可手続き

助言委員会
第１回WG

（スコーピング段階）
全体会合 第２回WG

（DFR段階）
全体会合

（助言確定、環境レ
ビュー方針説明）

第１回ステーク
ホルダー協議

夏季調査

第2回ステーク
ホルダー協議

冬季調査

EIA/RAP公開

審査

15

SC助言確定



カンボジア国

国道5号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）

（有償資金協力）
モニタリング結果報告

2025年6月6日
国際協力機構（JICA)
東南アジア・大洋州部
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国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



事業の背景

3

• カンボジアはタイ及びベトナムに挟まれ、2010 年にASEAN首脳会合において承認された「ASEAN 
連結性マスタープラン」で連結性強化に向けた取組が進められている南部経済回廊の中央に位置し、
地域的な物流の中継基地となることが期待されている。

• 当国の運輸インフラは1991年の内戦終了時から我が国や世界銀行、アジア開発銀行等国際社会の支
援を得て修復が進められており、道路・橋梁インフラの基幹部分については修復・整備が一巡しつ
つある。しかし、内戦後の応急修復箇所の劣化や幅員不足等の箇所もあり、今後の当国の経済発展
による国内・国際物流の増加に対応するためには既存道路の改修が課題となっている。

• 中でも国道5号線は当国の基幹道路であるとともに、アジアハイウェイ 1号線及び南部経済回廊の
一部であり、メコン地域の産業大動脈として機能することが期待されている。

• 本事業は、首都プノンペンとタイ国境を結ぶ国道 5 号線のバッタンバン-シソポン間において、既
存の本線道路を改修及び拡幅するとともにバッタンバン市街及びシソポン市街を迂回するバイパス
道路を整備することにより、対象地域における輸送能力の増強及び輸送効率の改善を図り、もって
カンボジアの経済発展の促進に寄与するもの。

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



事業概要
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■既存本線道路改修
アスファルトコンクリート（AC）舗装改修
車線の拡幅（2 車線から 4 車線）

■バイパス道路建設（全⾧約 33.2km、バッタンバ
ン（約 23.9km）、シソポン（約 9.3km））

■橋梁の新設、架替及び拡幅

■中央分離帯の設置

事業実施機関：公共事業運輸省(MPWT)
LA調印年月：第一期（2013年5月）

第二期（2017年3月）

出典：協力準備調査報告書等に基づきJICA作成

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



進捗状況
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● ● ● ● ●

2012年2月
協力準備調査
開始

2017年2月
着工

2021年9月
完工

2013年5月
本事業（第一期）
に係るL/A調印

2017年3月
本事業（第二期）
に係るL/A調印

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



事業対象地の現況

6

施工前（バッタンバンバイパス）

施工後（バッタンバンバイパス）

施工前（シソポンバイパス）

施工後（シソポンバイパス）
出典：事業完了報告書（MPWT）

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



環境社会配慮カテゴリ分類と分類根拠

7

■カテゴリ分類：

■カテゴリ分類の根拠：

■環境許認可：

A

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年 4 月
公布）に掲げる道路セクター及び影響を及ぼしやすい特性に該当するた
め。

本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、工事区間が 100km 以下
のためカンボジア国内法上作成が義務付けられていないものの、カテゴ
リ A であることから 2012 年 7 月に作成済み。

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



主な環境社会モニタリング事項及び緩和策(環境レビュー時)

8

01
汚染対策

大気汚染・騒音・振動については、工事中は建設作業時間の規制、建設機械の定期的なメンテナン
ス及び散水の徹底等の対策がとられ、供用開始後は、速度規制等により影響を最小限に留める。

02
自然環境面

事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に該当せず、自然環境への
望ましくない影響は最小限であると想定される。

03
社会環境面

本事業は704世帯（セットバックを含む。うち移転地等への移転が必要な世帯は 74世帯）が非自発
的住民移転の対象となり、約 156 ha の用地取得が行われる。同国国内手続き及び住民移転計画に
沿って移転が進められる。

04
その他モニタリ

ング

本事業の実施機関である公共事業運輸省が、工事中の用地取得・非自発的住民移転、大気質、廃棄
物排出量、生態系、状況に応じて周辺河川の水質、騒音・振動等、また供用後の大気質、騒音・振
動、廃棄物排出量、生態系等についてモニタリングする。外部コンサルタントが、用地取得、非自
発的住民移転、移転後の生活状況のモニタリングを実施する。

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



環境社会モニタリング結果-①大気質-

9

• 工事中の周辺の大気質をコントラクターが年4回（乾季に2回、雨季に2回）測定。供用開始後は年2回測
定。

• 工事期間中、建設機械等によって発生する粉塵及び排気ガスの影響を最小化するため、建設現場での定
期的な散水、建設機械の定期的なメンテナンス等が実施された。

• 工事中、供用中とも、これまでの測定では全て、測定値は基準内に収まっていた。

四半期報告書（2020年第4四半期）抜粋

【工事中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



環境社会モニタリング結果-①大気質-

10環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

【供用中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



11

環境社会モニタリング結果-②水質-

• 工事現場付近の水質をコントラクターが四半期ごと（乾季に２回、雨季に２回）に測定。供用開始後は
年１回測定。

• 工事期間中、建設作業により一時的に建設現場近くの河川の水質に負の影響を与える可能性があるため、
水源近くでの機材の洗浄の禁止の徹底、汚物処理施設の設置等の対策がとられた。

• 全ての地点においてカンボジア環境省が計測を行い、問題はなかったことを確認している。

四半期報告書（2020年第2四半期）抜粋

【工事中のモニタリング結果】 ※ 供用中はモニタリング項目として設定されていないためデータなし。

注：下流基準値は上流基準値と同じ値。

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



12

• 工事中の騒音はコントラクターが四半期ごとにモニタリングした。また、騒音・振動レベルがカンボジ
アの規定値を超えるおそれが疑われる時、および振動について住民からの苦情が出た場合にも測定する
こととしていた。

• 工事中は建設作業時間の規制、建設機械の定期的なメンテナンスの徹底等の対策がとられた。
• 工事中の騒音については、全ての地点において現場での騒音状況をモニタリングしており、振動につい

ても近隣住民からの苦情は寄せられていない。
• 供用開始後については、車両の速度規制等により影響を最小限に留めており、振動とも基準値を満たし

ている。

環境社会モニタリング結果-③振動・騒音-

四半期報告書（2020年第3四半期）抜粋

【工事中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）
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環境社会モニタリング結果-③振動・騒音-

環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

【供用中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



環境社会モニタリング結果-④廃棄物-

14

• 工事中において、廃油、一般廃棄物の量はコントラクターが毎日モニタリングを実施。油の再利用や他用
途に使用する目的で現地民間業者へ販売することにより、廃油量を減らしていた。

• 残土は現地民間業者によって集められ、公共廃棄場所へ廃棄されていた。また、一般廃棄物についても民
間会社により処分場に輸送され処理されていた。

四半期報告書（2020年第4四半期）抜粋

【工事中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



環境社会モニタリング結果-④廃棄物-

15

【工事中のモニタリング結果】

四半期報告書（2020年第4四半期）抜粋

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



環境社会モニタリング結果-④廃棄物-

16環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

【供用中のモニタリング結果】

• 供用中においては、一般廃棄物の収集状況を年1回調査を行うこととしている。収集された一般廃棄物は
自治体の指定する民間事業者（Chhin Lay Company等）によって収集・運搬され、公共の処分場に廃棄
されていた。

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



環境社会モニタリング結果-⑤地盤沈下-

17

• 工事中及び供用中に於いて定期的なモニタリングを実施。
• 工事中、供用中いずれにおいても地盤沈下は確認されなかった。

【供用中のモニタリング結果】 環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

【工事中のモニタリング結果】 四半期報告書（2020年第4四半期）抜粋

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



18

環境社会モニタリング結果-⑥水文-

• 工事中において毎日のモニタリング（Visual Survey）にて河川の水流等を確認。負の影響は認められな
かった。

四半期報告書（2020年度第3四半期）抜粋

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



環境社会モニタリング結果-⑦生態系-

19

• 事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に該当せず、自然環境への望ましくな
い影響は最小限であると想定される。

• 生態系については、動物、爬虫類、両生類を目視観測した。工事中の負の影響は観測されず、意見や苦情
の訴えも寄せられなかった。

四半期報告書（2020年第4四半期）抜粋【工事中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



環境社会モニタリング結果-⑦生態系-

20

【供用中のモニタリング結果】

環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

• 供用中は、年2回定期モニタリング（Visual Survey）にて、哺乳類（野生動物）、爬虫類、両生類を目視
観測し、特段の負の影響は観測されず、意見や苦情の訴えも寄せられなかった。

• 環境影響評価報告書及び環境管理計画においては、緩和策として、工事中・供用中において表層水が人
工構造物等による影響を受けず既存の流路や十分な流量が維持されるよう対策を行うことが望ましいと
されていた。工事中・供用中において流量はモニタリングされ、設計面でも人口構造物により流路・流
量に影響を与えない様考慮された。

BTB bypass 

SS bypass          

国道５号線改修事業
（バッタンバン－シソポン間）



カンボジア国

国道5号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）

（有償資金協力）
モニタリング結果報告

2025年6月6日
国際協力機構（JICA)
東南アジア・大洋州部

1
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国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



事業の背景

3

• カンボジアはタイ及びベトナムに挟まれ、2010 年に ASEAN 首脳会合において
承認された「ASEAN 連結性マスタープラン」で連結性強化に向けた取組が進め
られている南部経済回廊の中央に位置し、地域的な物流の中継基地となること
が期待されて いる。

• 当国の運輸インフラは 1991 年の内戦終了時から我が国や世界銀行、アジア開
発銀行等国際社会の支援を得て修復が進められており、道路・橋梁インフラの
基幹部分については修復・整備が一巡しつつある。しかし、内戦後の応急修復
箇所の劣化や幅員不足等の箇所もあり、今後の当国の経済発展による国内・国
際物流の増加に対 応するためには既存道路の改修が課題となっている。

• 中でも国道5号線は当国の基幹道路であるとともに、アジアハイウェイ 1号線及
び南部経済回廊の一部であり、メコン地域の産業大動脈として機能することが
期待されている。

• 本事業は、首都プノンペンとタイ国境を結ぶ国道 5 号線のプレッククダム－ス
レアマアム間において、既存道路の改修及び拡幅、並びにバイパスの整備等を
行うことにより、対象地域における輸送能力の増強及び輸送効率の改善を図り、
もってカンボジアの経済発展の促進に寄与するもの。

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



事業の経緯

4

• カンボジア政府からの要請をふまえ、JICAは調査団を派遣し、本区間及びバッタ
ンバン－シソポン間を対象とした協力準備調査の実施について合意。

• 調査開始後先方政府との協議を経て、バッタンバン－シソポン間を円借款事業と
して先行整備する方針とした。

• その後、2011年9月の洪水で、本事業区間で舗装の陥没や路盤の流出被害が発生。
本区間でも道路改修の緊急性が高まり、円借款事業として早期に事業を実施する
こととなった。

• なお、残るスレアマアム-バッタンバン間及びシソポン-ポイペト間についても、
本区間に併せ調査するようカンボジア政府から要請があり、その後調査を実施し
た。

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



事業概要

5

■既存本線道路改修及び拡幅（全⾧約 135.24km）

■バイパス道路建設（バイパス道路建設（全⾧ 約
17 km コンポンチュナン・バイパス（ 約 12 km ）、
オドン・バイパス（ 約 5 km ））

■橋梁の新設（2 箇所） 、架替え（18 箇所）、拡
幅（13 箇所）

■中央分離帯（幅 3m、全区間）の設置

事業実施機関：公共事業運輸省(MPWT)
LA調印年月：第一期（2014年7月）

第二期（2016年3月）
第三期（2020年3月）
第四期（2023年6月）

出典：協力準備調査報告書等に基づきJICA作成

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



進捗状況

6

● ● ● ● ● ● ●

2012年9月
協力準備調査
開始

2016年3月
本事業（第二期）
に係るL/A調印

2014年7月
本事業（第一期）
に係るL/A調印

2018年4月
本区間着工

2020年3月
本事業（第三期）
に係るL/A調印

2023年5月
本区間完工

（補足）
2023年5月に完工しているが、完工後の支払いにおいて、為替変動により追加借款が必要となっ
たため、2023年6月に第四期のL/Aを調印。

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



事業対象地の現況

7

施工前（簡易舗装された2車線道路）

施工後（完成後の様子）

施工前（乗用車とバイクが狭い道を走り、事故が起こりやすい）

施工後（完成後の様子）
出典：JICA「ODA見える化サイト」

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会配慮カテゴリ分類と分類根拠

8

■カテゴリ分類：

■カテゴリ分類の根拠：

■環境許認可：

A

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年 4 月
公布）に掲げる道路セクター及び影響を及ぼしやすい特性に該当するた
め。

本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、2013年11月26日にカンボ
ジア環境省により承認済。

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



主な環境社会モニタリング事項及び緩和策(環境レビュー時)

9

01
汚染対策

大気汚染・騒音・振動については、工事中は建設作業時間の規制、建設機械の定期なメンテナンス
の徹底を実施する等の対策がとられ、供用後は、騒音・振動対策として速度規制により影響を最小
限に留める予定である。

02
自然環境面

事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域内には該当しないため、自然環境への望ましく
ない影響は最小限であると想定される。但し、トンレサップ生物圏保存地域の境界線に隣接するた
め、工事中は樹木伐採を必要最小限に留め、事業地周辺の生態系については供用後５年間モニタリ
ングが実施される予定である。

03
社会環境面

本事業は60.9haの用地取得、1,079世帯（セットバックを含む。うち移転地等への移転が必
要な世帯は111世帯。）の非自発的住民移転を伴う。同国国内手続き及び住民移転計画に沿って移
転が進められる。住民移転に関する住民協議では、被影響住民から事業に対する特段の反対意見は
確認されていない。

04
その他モニタリ

ング

本事業の実施機関であるMPWTが、工事中の用地取得・非自発的住民移転、大気質、廃棄物排出量、
生態系供用後の大気質、騒音・振動、廃棄物排出量、生態系等についてモニタリングする。また、
MPWTが雇用する外部コンサルタントにより、補償費の支払い状況や移転後の住民の生活状況につ
いてモニタリングが実施される。

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-①大気質-

10

• 工事中の周辺の大気質をコントラクターが乾季と雨季それぞれに2回ずつ、計年4回測定。
• 工事期間中（ 2021年及び2022年）、事業地域内の2地点（ANV-4及びANV-5）において、P.M2.5及び

P.M10が基準値を超過した。対応として、コントラクターは土工や通過車両の巻き上げによる粉じんを
軽減するために高頻度での散水を行った。（2022 年7 月以降、付近の土工・舗装が完了しており、基準
値を満足している。）

• 工事期間中、建設機械の定期メンテナンスや建設作業時間の規制等の対策が実施された。また、供用開
始後は、速度規制等により影響を最小限に留めている。

• 供用中の基準値超過は見られなかった。

環境モニタリング報告書（2023年12月）抜粋

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-①大気質-

11

【工事中のモニタリング結果】

最終環境モニタリング報告書（2022年12月）抜粋

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-①大気質-

12環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

【供用中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-②水質-

13

• 工事現場付近の水質をコントラクターが乾季と雨季それぞれに1回ずつ、計年2回測定。
• 工事期間中、COD(化学的酸素要求濃度)とT-Coliform(大腸菌群数)は基準値の超過が確認された。建設

作業員由来の排水・廃棄物は後述の通り浄化槽の設置や分別等で適切に管理されている一方で、サンプ
リング地点の近くに家庭ごみの投棄場所や家畜が多くみられることから、下水未整備による生下水の河
川への流入や家畜し尿、生ごみ投棄が想定される原因であり、本事業の影響によるものではないと考え
られる。

• 工事期間中の土工事に伴い濁水が発生し、2021年までいくつかの地点で全浮遊物質量（TSS）の基準値
超過が見られたが、土工事の終了や緩和策としての防水構造物設置（土のうや矢板等）により2022年以
降は基準値を満足した。

防水構造物の設置（土のう） 防水構造物の設置（矢板）

出典： “FINAL REVIEW REPORT for Environmental Management Plan During Construction, NATIONAL ROAD NO.5 IMPROVEMENT
PROJECT (Prek Kdam- Thlea Ma’am, South Section)" Ministry of Public Works and Transport  (2022) 

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-②水質-

14最終環境モニタリング報告書（2022年12月）抜粋

【工事中のモニタリング結果】 ※WS-4, 6, 7, 8, 9が工事区域内

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-②水質-

15

【工事中のモニタリング結果】 ※ 供用中はモニタリング項目として設定されていないためデータなし。

※WS-4, 6, 7, 8, 9が工事区域内

最終環境モニタリング報告書（2022年12月）抜粋

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-③振動・騒音-

16

• 工事中の騒音はコントラクターが乾季と雨季それぞれに1回ずつ、計年2回測定。工事区域（ANV4,5）及
び工事区域外であるが現道に沿った地点（ANV1～3）についてモニタリングを実施した。

• 工事区域内（ANV4,5）において、昼間（工事時間中）は工事による影響に関わらず元々の値が既に基準
値を超過している（但し、参考とした日本の特定建設作業騒音の基準値（85dB(A)）は満足）。左記に
関しては、既に既存道路の車両の通行等を原因とした超過であると考えられる。

• 本事業において実施可能な緩和策として、工事中は建設作業時間の規制、建設機械の定期的なメンテナ
ンスの徹底等の対策がとられた。また、供用開始後は、速度規制等により影響を最小限に留めており、
騒音は基準値を満たしている。

• 振動は、工事中・供用中において、全ての地点にて基準値内に収まっている。

2019年9月モニタリング結果より抜粋

【工事中のモニタリング結果（振動）】

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-③振動・騒音-

17最終環境モニタリング報告書（2022年12月）抜粋

【工事中のモニタリング結果（騒音）】 ※WS-4, 5が工事区域内

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-③振動・騒音-

18環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

【供用中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-④廃棄物-

19

• 工事中はコントラクターが毎日モニタリングを行い、毎月コンサルタントに報告し、改善すべき点があ
ればコンサルタントからコントラクターに指摘し改善を図り、大きな問題はなかった。

• コントラクターは、建設作業員用にポータブルトイレや分別用ゴミ箱などの衛生設備を提供した。コン
トラクターの事務所には、トイレと生活排水を処理するための浄化槽を設けた。

• 固形廃棄物は、危険な廃棄物、無害な廃棄物、再利用可能な廃棄物に分別し、敷地内に一時的に保管す
る体制を整備した。一時保管後は、当該国の規制に従い、最終処分場にて処分・埋立又はリサイクル業
者に販売した。

• 残土は、仮置き場に一時的に保管し、地元住民により再利用された。

工事現場での分別用
ごみ箱の設置

廃油の一時保管事務所とベースキャンプへの
浄化槽の設置

残土の仮置き場

出典："FINAL REVIEW REPORT for Environmental Management 
Plan During Construction, NATIONAL ROAD NO.5 
IMPROVEMENT PROJECT (Prek Kdam- Thlea Ma’am, South
Section)" Ministry of Public Works and Transport  (2022) 

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-④廃棄物-

202019年9月モニタリング結果より抜粋

【工事中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-④廃棄物-

21

【工事中のモニタリング結果】

2019年9月モニタリング結果より抜粋

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-④廃棄物-

22環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

• 供用中は年1回調査を行うこととしている。収集された一般廃棄物は自治体の指定する民間事業者
（Anlongveg Baitong Company等）によって収集・運搬され、公共の処分場に廃棄されていた。 廃棄物は
適切に管理されていた。

【供用中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-⑤地盤沈下-

23

• 工事中及び供用中に於いて定期的なモニタリングを実施。
• 工事中、供用中いずれにおいても地盤沈下は確認できなかった。

【供用中のモニタリング結果】

環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

【工事中のモニタリング結果】

2019年9月モニタリング結果より抜粋

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-⑥水文-

24

• 工事中において毎日のモニタリング（Visual Survey）にて表層水の流量・流速を確認。工事中において
は、自然の河川流量が維持されるよう、既存の橋梁や地下水路を維持し、表層水の状況について適切にモ
ニタリングを実施した。

【工事中のモニタリング結果】

環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

2019年9月モニタリング結果より抜粋

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-⑦生態系-

25

• 事業対象地域はトンレサップ生物圏保全地域にあるが、実際の国道5号線は既に開発された水田、畑地、
住居・商業地域を通過しており、自然植生等の重要な生息地は見当たらない。このため、生物相が比較
的豊かな河川・湿地周辺を中心に工事中において年2回定期モニタリング（Visual Survey）を実施。

• 工事中のモニタリングでは、比較的湿地の多い地点において合計200 種以上の種が確認され、鳥類、魚
類、カメ類の行動圏・餌場として利用される広範囲の湿地も形成されていた。工事中の全期間において、
河川部分の魚類、両生類の移動は確保されており上流から下流に移動する魚類、底生動物、カメ類等の
繁殖活動は可能であることから、個体数の純減は想定されないと結論付けた。

• 貴重種は工事中、2022年のモニタリングにおいて周辺地域に貴重種が3種確認された。他方で、工事区
域は貴重種の繁殖地・営巣地ではなく、同様の環境は周囲に多く存在することから、上記貴重種は工事
中は周辺に避難すると考えられるため、個体の純減を引き起こすことは想定されないと結論付けた。

• 供用中は、年2回定期モニタリング（Visual Survey）を実施。哺乳類（野生動物）、爬虫類、両生類を
目視観測し、特段の負の影響は観測されず、意見や苦情の訴えも寄せられなかった。緩和策として、表
層水が人工構造物等による影響を受けず既存の流路や十分な流量が維持されることを担保した。

出典： "FINAL REVIEW REPORT for Environmental Management Plan During 
Construction, NATIONAL ROAD NO.5 IMPROVEMENT PROJECT (Prek Kdam-
Thlea Ma’am, South Section)" Ministry of Public Works and Transport  (2022) 

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-⑦生態系-

26

【工事中のモニタリング結果】

最終環境モニタリング報告書（2022年12月）抜粋

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-⑦生態系-

27

【工事中のモニタリング結果】

最終環境モニタリング報告書（2022年12月）抜粋

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



環境社会モニタリング結果-⑦生態系-

28

【供用中のモニタリング結果】

環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

国道５号線改修事業
（プレッククダム-スレアマアム間）



カンボジア国

国道5号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及びシソポン-ポイペト間）

（有償資金協力）
モニタリング結果報告

2025年6月6日
国際協力機構（JICA)
東南アジア・大洋州部
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国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



事業の背景

3

• カンボジアはタイ及びベトナムに挟まれ、2010 年にASEAN首脳会合において承認された「ASEAN 
連結性マスタープラン」で連結性強化に向けた取組が進められている南部経済回廊の中央に位置し、
地域的な物流の中継基地となることが期待されている。

• 当国の運輸インフラは1991年の内戦終了時から我が国や世界銀行、アジア開発銀行等国際社会の支
援を得て修復が進められており、道路・橋梁インフラの基幹部分については修復・整備が一巡しつ
つある。しかし、内戦後の応急修復箇所の劣化や幅員不足等の箇所もあり、今後の当国の経済発展
による国内・国際物流の増加に対応するためには既存道路の改修が課題となっている。

• 中でも国道5号線は当国の基幹道路であるとともに、アジアハイウェイ 1号線及び南部経済回廊の
一部であり、メコン地域の産業大動脈として機能することが期待されている。

• 本事業は、首都プノンペンとタイ国境を結ぶ国道 5 号線のスレアマアム-バッタンバン間及びシソ
ポン-ポイペト間において、既存の本線道路を改修及び拡幅するとともにバッタンバン市街及びシ
ソポン市街を迂回するバイパス道路を整備することにより、対象地域における輸送能力の増強及び
輸送効率の改善を図り、もってカンボジアの経済発展の促進に寄与するもの。

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



事業概要

4

■既存本線道路改修
全⾧約 134km、車線の拡幅（2 車線から 4 車線）

■バイパス道路建設（全⾧約 12km、AC舗装）

■橋梁の新設、架替及び拡幅

■中央分離帯の設置

■車両重量計設備の設置

事業実施機関：公共事業運輸省(MPWT)
LA調印年月：第一期（2015年3月）

第二期（2020年3月）
第三期（2024年7月）

出典：協力準備調査報告書
等に基づきJICA作成

本事業対象区間
スレンマアム-バッタンバン

間（中央区間）

バッタンバン-シ
ソポン間

（北区間）

本事業対象区間
シソポン-ポイぺト間
（中央区間）

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



進捗状況

5

● ● ● ● ●

2012年2月
協力準備調査
開始

2019年1月
着工

2015年3月
本事業（第一期）
に係るL/A調印

2020年3月
本事業（第二期）
に係るL/A調印

2024年7月
本事業（第三期）
に係るL/A調印

2025年６月現在、スレアマアム-バッタンバン間は既に供用済み。
シソポン-ポイペト間を含む全区間は2027年5月に完工予定。

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



事業対象地の現況

6

施工前（路肩に一部崩れが見られる）

施工中（拡幅中の国道5号線）

施工前（大型車両は対向車線にかかってしまう）

施工中（建設中の橋梁）
出典：JICA「ODA見える化サイト」

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会配慮カテゴリ分類と分類根拠

7

■カテゴリ分類：

■カテゴリ分類の根拠：

■環境許認可：

A

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年 4 月
公布）に掲げる道路セクター及び影響を及ぼしやすい特性に該当するた
め。

本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、2014年10月に取得済み。

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



主な環境社会モニタリング事項及び緩和策(環境レビュー時)

8

01
汚染対策

大気汚染・騒音・振動については、工事中は建設作業時間の規制等の対策がとられ、供用後は、排
出ガスの規制等が行われる。

02
自然環境面

事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域内には該当しないため、自然環境への望ましく
ない影響は最小限であると想定されるものの、バイパス建設の一部の区間において、トンレサッ
プ生物圏保存地域のゾーン 1（Transition Zone）の境界線上で行われる予定。但し、ゾーン 1 での
本事業の建設に伴う EIA 以外の特別な許認可の取得は必要ない。工事中は樹木伐採を必要最小限に
留め、事業地周辺の生態系については供用後モニタリングが実施される。

03
社会環境面

本事業は約 55.7ha の用地取得、772 世帯（セットバックを含む。）の非自発的住民移転を伴い、
同国国内手続き及び住民移転計画に沿って移転がが進められている。用地取得は、2020 年 3 月時
点で 8 割以上完了している。住民移転に関する住民協議では、被影響住民から事業の実施に対する
特段の反対意見は確認されておらず、加えて、これまで苦情処理メカニズムには苦情が寄せられて
いないことを審査時に確認済みであり、特段の問題は発生していない。

04
その他モニタリ

ング

本事業の実施機関である MPWT が、工事中の大気質、廃棄物排出量、生態系への影響等、供用後
の大気質、騒音・振動、廃棄物排出量、生態系への影響等についてモニタリングする。また、省庁
間住民移転委員会が用地取得・非自発的住民移転についてモニタリングを行い、かつ同委員会が雇
用する外部コンサルタントにより、補償費の支払い状況や移転後の住民の生活状況についてモニタ
リングが実施される。

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会モニタリング結果-①大気質-

9

• 工事中の周辺の大気質をコントラクターが年4回（乾季に2回、雨季に2回）測定。供用開始後は年2回測定。
• 工事期間中、一部観測点ではPM2.5、P.M10が基準値を上回る状況が確認できた。農地由来のものや一般

車両の通行による粉塵の発生が原因と考えられており、工事起因のものではないと結論付けられた。
• コントラクターは大気汚染の緩和策として、建設現場での定期的な散水や速度規制等を実施。
• 供用中（当該区間の先行供用部分）については全ての地点で基準値を満たしていた。

四半期報告書（2023年第2四半期）抜粋

【工事中のモニタリング結果】

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会モニタリング結果-①大気質-

10

【供用中のモニタリング結果】

環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



11

環境社会モニタリング結果-②水質-

• 工事現場付近の水質をコントラクターが四半期ごと（乾季に２回、雨季に２回）に測定。
• 工事期間中、一部観測点において大腸菌群（Total Coliform）が基準値を超えた観測が確認された。工事

活動による有機的・化学的な影響は想定されないため、汚染の要因は集落からの一般廃棄物によるものと
考えられた。念の為講じた緩和策として、工事活動から排出される廃棄物の分別・収集の徹底による廃棄
物管理を行った。左記を除く地点においてはカンボジア環境省が計測を行い、基準値以内に収まっていた。

四半期報告書（2024年第2四半期）抜粋

【工事中のモニタリング結果】 ※ 供用中はモニタリング項目として設定されていないためデータなし。

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



12

• 工事中の騒音はコントラクターが四半期ごとにモニタリングした。また、騒音・振動レベルがカンボジ
アの規定値を超えるおそれが疑われる時、および振動について住民からの苦情が出た場合にも測定する
こととしていた。

• 本事業の工事開始前において既に一部観測地点ではベースラインの値が既に基準値を超過している。本
事業における緩和策として、建設作業時間の規制、車両速度規制、建設機械の定期的なメンテナンスの
徹底等の対策がとられ、本事業による負の影響が生じないよう対処した。

• 供用中は、車両の速度規制等により影響を最小限に留めており、騒音・振動とも基準値を満たしている。

環境社会モニタリング結果-③振動・騒音-

【工事中のモニタリング結果】 四半期報告書（2023年第2四半期）抜粋

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）
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環境社会モニタリング結果-③振動・騒音-
【供用中のモニタリング結果】

環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会モニタリング結果-④廃棄物-

14

• 工事活動由来の廃棄物及び一般廃棄物の量はコントラクターが毎日モニタリングを実施。
• 液状の廃棄物は腐敗槽により処理を実施。固形廃棄物は収集され最終処分場へ輸送され廃棄された。

【工事中のモニタリング結果】

四半期報告書（2024年第2四半期）抜粋

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会モニタリング結果-④廃棄物-

15

【供用中のモニタリング結果】

環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

• 供用中は年1回調査を行うこととしている。収集された一般廃棄物は自治体の指定する民間事業者（Cintri
Company等）によって収集・運搬され、公共の処分場に廃棄されていた。 廃棄物は適切に管理されていた。

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会モニタリング結果-⑤地盤沈下-

16

• 工事中及び供用中に於いて定期的なモニタリング（Visual Inspection）を実施。
• 供用中における地盤沈下の影響は見られない。

【供用中のモニタリング結果】環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

【工事中のモニタリング結果】四半期報告書（2024年第2四半期）抜粋

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会モニタリング結果-⑥水文-

17

• 工事中において毎日のモニタリング（Visual Survey）にて河川の水流等を確認。負の影響は認められな
かった。

【工事中のモニタリング結果】

四半期報告書（2024年第1四半期）抜粋

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会モニタリング結果-⑦生態系-

18

• 国道 5 号線の対象区間は自然保護区内を通過していない。付近に、1997年にUNESCOに登録されたト
ンレサップ生物圏保存地域が存在するが、道路用地は保存区域外に指定されている。

• 貴重種は工事中、2023年６月のモニタリングにおいて、周辺地域に貴重種が2種確認された。他方で、
工事区域は貴重種の繁殖地・営巣地ではなく、同様の環境は周囲に多く存在することから、上記貴重種
は工事中は周辺に避難すると考えられるため、個体の純減を引き起こすことは想定されないと結論付け
た。

• 工事中の緩和策として、工事中の騒音・振動等が生態系に影響を与えない様日中の作業に限定する、工
事区域を囲い外の区域に影響が出ない様にする、従業員に野生動物や魚類を捕まえないよう教育を行う
等を実施。

• 工事中の負の影響は観測されず、意見や苦情の訴えも寄せられなかった。 

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会モニタリング結果-⑦生態系-
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【工事中のモニタリング結果】

四半期報告書（2023年度第1四半期）抜粋

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）



環境社会モニタリング結果-⑦生態系-

20

【供用中のモニタリング結果】 環境モニタリング報告書（2025年4月）抜粋

• 供用中は、爬虫類、両生類等を目視観測した。特段の負の影響は観測されなかった。

国道５号線改修事業
（スレアマアム-バッタンバン間及び

シソポン-ポイペト間）
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1.案件概要(1/3) - ケニア電力セクターの現状と課題

3

経済成⾧に伴い、電力需要は増加しており、2041年には電力需要が5,757MWま
で上がると見込まれ、電力供給の安定化促進には、新規電源開発が喫緊の課題

(mw)

 経済成⾧に伴い、電力需要が増加しており、2023年には最大需要で約2,149MWまで増加
 需要は今後も増加すると考えられており、2041年には約5,757MWまで増加すると見込まれる。
 需要増加に対応し、電力供給の安定化促進には、新規電源開発が喫緊の課題となる
 水力発電は乾季や干ばつの影響により出力が低下し、火力発電は輸入燃料のコストが大きな負担

であり、安定した再エネである地熱発電の重要性が増している。

ピーク電力需要の推移

実績 予測
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1.案件概要(2/3)- ケニア開発政策および日本の協力方針

4

ケニア政府の開発政策

ケニアの国家開発計画として2008年に発表された「Vision2030」は、2030年までに
国際的な競争力の獲得と経済的繁栄を達成することを上位目標としている。電力セク
ターは経済的基盤の一つとして位置づけられており、成⾧を維持するために必要な電
力確保、地方電化率の向上、都市部における電力サービスの改善等に取り組むことと
している。

開発の優先度が高く、当国のエネルギー・石油省が発表した「Updated Least Cost
Power Development Plan - Study Period 2022-2041」や政府のインフラセクター
中期計画（Mid Term Plan IV 2023-2027）において、オルカリア地熱地帯の開発
は、同計画達成のために不可欠な事業として位置づけられている。

我が国の協力方針

対ケニア国別援助方針では、「経済インフラ整備」が重点分野とされ、「発電送電能
力向上プログラム」にて、経済成⾧を維持するために不可欠な安定した電力供給を促
進する旨が示されており、本事業を実施することは、我が国の援助方針にも合致して
いる。



1.案件概要(3/3)- 事業目的等

5

土木工事（オルカリアⅤにかかる発電所建設、生産井・還元井掘削、集蒸気システム
建設、送電線建設等）

コンサルティング・サービス（概略設計、入札補助、施工監理等）

借入人・事業実施機関:ケニア発電公社（Kenya Electricity Generating Company
Ltd.: KenGen）

保証人:ケニア共和国政府（Government of the Republic of Kenya）
運営・維持管理体制:ケニア発電公社（KenGen）地熱運営部門が管轄

対象
スコープ

事業実施
体制

事業目的

ケニア中部のナクル郡オルカリア地熱地帯において、オルカリアV地熱発電所気水輸
送管設備及び送電線等の建設を行うことにより、同国の逼迫する電力供給量の更なる
増加及び安定化を図り、もって人々の生活環境の改善や、投資環境の改善を通じた経
済発展に貢献する。

リフトバレー州ナクル郡 オルカリア地熱地帯対象地域
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2.案件検討経緯

7

・助言委員会プロセス実施
2014年8月4日 全体会合 （案件概要説明）
2014年9月19日スコーピング案 WG
2014年11月21日 DFR WG
2015年1月9日 第55回全体会合（DFR助言確定）
2015年6月1日 第59回全体会合（環境レビュー段階）

・審査ミッション（2015年7月）
・借款契約（L/A）調印（2016年3月）
・重大な変更に伴う助言委員会プロセス実施

2024年7月8日 第158回全体会合（案件概要説明）
2025年6月6日 第169回全体会合（経緯報告）
2025年6月30日 環境レビュー方針 WG（予定）
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3.重大な変更が生じた理由(1/2)

9

 2015年2月に協力準備調査完了。同調査結果等に基づいて当初環境レビューを完了し、
2016年3月に借款契約調印。

 環境カテゴリ分類は「A」。根拠は、「本事業は、環境社会配慮ガイドラインに掲げる
火力発電（地熱含む）に該当するため」。

 今後もケニアにおいては、電力需要が増加する見込みであり、追加のユニット建設を
行わない場合、2029年ごろに電力需要が供給を上回ってしまう懸念があり、2023年2
月ケニア政府は日本政府に対し追加の発電ユニット建設（80MW）に伴う支援を要請。

 一方で本件追加ユニットの建設は、追加コンポーネントが地熱発電ユニット
（80MW）であり、環境影響が一定程度生じると考えられるため「JICA環境社会配慮
ガイドライン（2010年4月公布）」3.2.2.6に定める「重大な変更」*にあたることか
ら、環境レビューの再実施を行うもの。

*プロジェクトに重大な変更が生じた場合、改めてカテゴリ分類を行い3.2.1に従って環境レビューを行う。変更の概要と変更後のカテゴリ分類を公開し、主要な環境社会
配慮文書を入手後速やかに公開する。（ JICA環境社会配慮ガイドライン（2010年4月公布） ）



3.重大な変更が生じた理由(2/3)- 本事業実施の必要性

10

本件を実施することにより、将来の電力需給のバランスを改善が見込まれる

(mw) 電力需給バランス予測

-100
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100

200

300

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

Without Olkaria V Additional Unit Olkaria V Additional Unit (80MW) in 2029

 すでに既設分として79MW×2基分*が稼働しているものの、今後の電力需要を踏まえると、本件
追加ユニットを建設しない場合、2029年には需要超過に陥る可能性がある

 電力の需給バランスの改善のためにも追加ユニットの建設が必要となる

＊案件概要説明時には「86MW×2基分」と表記。次スライドにて経緯を補足。



既設ユニットの発電容量の変化について - 前回説明時からの変更点

11

 出力増加の経緯
 環境レビュー時には、1基あたりの発電端出力と送電端出力は、それぞれ77MW

と70MWと計画されていた。
 既設ユニットの入札では、プラントの性能保証条件***を付した上で、デザインビ

ルド方式を採用。入札プロセスを通じ、想定よりも高性能なプラントの設計が応
札者より提案された。

 同提案は、少ない蒸気消費量で発電量増加となるもの。環境社会影響の観点でマ
イナス影響はないことを確認した上で、より高効率なプラントが導入されること
は望ましいため、実施機関からの入札評価、及び契約同意申請に基づき、同提案
を受け入れることに同意。結果として、発電端出力86.2MW、送電端出力79MW
を有するプラント２基が建設・完成。実際に、計画時2015年と完工後2019年を
比較すると、送電端出力は約12%増加しているものの、環境影響の主要因である
蒸気の消費量は約3%少なくなっている。また、この変更に伴う発電所等の設備
の設計変更等はない。

*** 具体的な性能保証条件:500t/hの蒸気量を所与として、最低送電端出力を70MW、最大蒸気消費率（単位出力当たりの蒸気消費量）を7.14kg/kWh

** 送電端出力:発電端出力から発電所内で使用する機器の運転により消費される電力を差引いたネット出力

* 発電端出力:発電設備が出力できる可能な出力量

実際値計画値単位:MW

86.277発電端出力

7970送電端出力

 環境レビュー時の想定値と完工後の実際値との比較
 発電端出力*は77MWから86.2MWに増加し、

送電端出力**は70MWから79MWに増加。
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4.環境社会配慮事項（1/4）

13

（１）適用ガイドライン
国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010年4月公布）
（2）環境社会配慮
主に以下の点について確認、対応する。
【環境配慮】
オルカリア地熱地帯は、その一部がヘルズゲート国立公園として指定されているが、先

方政府が実施した既存調査結果を基に、本事業は国立公園内で実施することを予定して
いる。

実施機関により作成された環境社会影響評価報告書（ESIA)の内容をレビューし、JICA
環境社会配慮ガイドラインとの乖離の有無を確認する。

ガイドラインとの乖離がある項目については、ESIA本文の修正ではなく、Addendum
として整理する。

【社会配慮】
ケニア側のESIAによれば、公用地内での実施であり、用地取得及び住民移転は不要と

なる見込みとのことであるが、詳細を確認する。
事業対象地周辺にマサイ族の集落が存在する可能性があるが、同じくケニア側のESIA

によれば、公用地での実施となることから、IPPの作成は不要とされており、この点に
ついて詳細を確認する。



4.環境社会配慮事項（2/4）

14

事業候補エリア オルカリアV
1,2号機

ヘルズゲート
国立公園

ヘルズゲート国立公園

事業予定地

国立公園との境界線

出典: Google Map より作成



4.環境社会配慮事項（3/4）- 前回説明時からの変更点

15

②

①
左:オルカリアV追加ユニット地熱開発における発電所位置
右上:気水輸送管計画
右下:送電ルート計画図

 国立公園での事業実施について
 一部の気水輸送管、及び送電線が国立公園内に設置される予定（各0.6kmほど）。

既存道路脇に設置されるため、環境影響は小さいことを確認済。

①
②

1ｋm

出典: Google Map より作成



4.環境社会配慮事項（4/4）- 前回説明時からの変更点

16

国立公園内の事業実施にかかるIFCの5条件に対する評価結果の概要は以下のとおり。
評価結果条件

送電線及び気水輸送管については、国立公園内に既に存在する変電所及び生産井に接続する
必要があるため、国立公園内の通過を避ける代替案は存在しない。

(1) 政府が法令等により自然保護や文化遺産保護
のために特に指定した地域(以下「同地域」)以外
の地域において、実施可能な代替案が存在しない
こと。

KenGenは、プロジェクトサイト全域における地熱資源ライセンスを取得していることから、
国立公園内の開発行為については、法的な問題はない。

(2) 同地域における開発行為が、相手国の国内法
上認められること。

KenGenは、ヘルズゲート国立公園を管理するKWS（ケニア野生生物公社）と、公園内で行
う 地 熱 開 発 に つ い て 、 環 境 配 慮 措 置 に 関 す る 事 項 を 含 む MoU （ Memorandum of
Understanding、2008）を締結しており、本MoUに則った開発行為を行う。
ま た 、 「 Hell's Gate-Mt. Longonot Ecosystem Management Plan 、 2010-2015 」
（KWS）による国立公園のゾーニングや、自然保護、動植物の保全についての方針等に基づ
いた地熱開発を行う。

(3) プロジェクトの実施機関等が、同地域に関す
る法律や条例、保護区の管理計画等を遵守するこ
と。

KenGenはオルカリアVAUプロジェクトのESIAに関するステークホルダー協議を、2023年
の4月から6月にかけての計15日間で25回、直接的な影響を受けるステークホルダー
（PAPs）と間接的な影響を受けるステークホルダーを対象として実施し、プロジェクト実施
に関する合意を得ている。

(4) プロジェクトの実施機関等が、同地域の管理
責任機関、その周辺の地域コミュニティー、及び
その他適切なステークホルダーと協議し、事業実
施について合意が得られていること。

KenGenとKWSが締結したMoUに基づき、KenGenはKWSと定期的に委員会を開催して必要
な協議を行っているとともに、自然植生、大気および騒音のモニタリングを継続的に実施し、
KWSやKMFRIを含む他のステークホルダーのモニタリングと生物多様性調査にも参加してい
る。

(5) 同地域がその保全の目的に従って効果的に管
理されるために、プロジェクトの実施機関等が、
必要に応じて、追加プログラムを実施すること



目次
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1.案件概要

2.案件検討経緯
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4.環境社会配慮事項

5.スケジュール



5.スケジュール –前回説明時からの変更点
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○助言委員会全体会合 :2025年6月6日
○助言委員会WG :2025年6月30日予定
〇助言委員会全体会合（助言確定） :2025年7月7日予定
〇環境レビュー :2025年7月中旬以降予定

2025年

98765月

助言委員会全体会合

（経緯報告）

助言委員会WG（ESIA）

助言委員会全体会合

環境レビュー



ベトナム社会主義共和国
オモン３コンバインドサイクル発電所建設事業

報告資料

2025年6月6日

JICA 東南アジア・大洋州部 東南アジア第三課
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1. 案件概要

3

内容項目

オモン３コンバインドサイクル発電所建設事業プロジェクト名

円借款（ODA）スキーム

ベトナム南部メコンデルタ地域のカントー市にガスコンバインド
サイクル発電所の建設を行い、ベトナム最大の都市ホーチミン市を
含む南部地域への電力の安定供給を図るもの。

事業目的

ガスコンバインドサイクル発電所整備、コンサルティング・サービス事業内容

カテゴリA（国際協力機構環境社会配慮ガイドライン(2010年4月公布）
に基づく）

環境カテゴリ

ベトナム、カントー市、オモン区、フオックトイ区、オモン火力発電
所群（次ページ地図参照）

事業対象地
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1. 案件概要（事業対象地）

オモン1

オモン4

オモン3

オモン2

カントー市
オモン郡

ホーチミン市

パイプライン
（事業対象外）

オモン3ガスコンバインド
サイクル発電所（本事業）

出典:Google Maps（地図データ©2025 Google）よりJICA作成

出典:JICA 協力準備調査報告書（2012） 出典:JICA 協力準備調査報告書（2012）

ガス田
（事業対象外）



2. 経緯（協力準備調査～E/N署名まで）
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 2011年12月 協力準備調査開始 （～2012年6月）

 2012年2月 スコーピング助言確定（WG）

 2012年4月 DFR助言確定（WG）

 2012年5月 環境レビュー方針説明（全体会合）

 2013年3月 日越両政府が公文書の交換（E/N署名）

その後、発電所への燃料供給元として想定されるブロックBガス田開発が
採算性の観点から計画が後倒しされたことにより、本案件（オモン3）に関
するベトナム政府の決定が先送りされた。（＝L/A調印には至らず）

助言委員会
プロセスを実施



2. 経緯（E/N署名以降）

 EVN（ベトナム電力公社）は発電出力を当初計画の750MWから1,050MWに増加
させ、EIAを修正し2018年1月、天然資源省（MONRE）の承認を取得。

 しかし、EVNの財政状況悪化、上流のガス田開発の遅れにより、本事業（オモ
ン3）は引き続き実施目途がつかず。

 2024年3月 ガス田開発事業について、最終投資決定（FID）に至った。

 2024年8月 ベトナム政府は、PVN（ベトナム石油・ガス公社）をEVNに代わる新
たな実施機関として実施することを示した事業計画を承認し、引き続き本事業
にかかるベトナム側の借入れ意思を日本大使館に通達した。

 2025年6月 環境社会配慮助言委員会への報告（本会）

6



3. 報告の趣旨（環境レビューへの助言対応）

7

報告内容2012年の助言委員会での助言より

• JICA 協力準備調査報告書(2012) の発電出力750MW か
ら1,050MWに計画を変更。

• EVN（ベトナム電力公社）はEIAを修正し、2018年に天
然資源環境省（MONRE）からEIAの承認を取得。

• 2025年1月、PVN（ベトナム石油・ガス公社）は本プロ
ジェクトが天然資源環境省から再アセス対象ではない旨
の通知を受けた。

• JICAは、JICA 協力準備調査報告書(2012) と、その後に
ベトナム側で更新されたEIA報告書（2018, EVN）およ
びEIA報告書（2024, PVN）の間に環境社会配慮上大き
な修正がないことを確認した。

「当初計画よりガスタービン出力が
増加する場合における、補足EIA報告
書や許認可の取り扱いについて報告
書にて整理しておくこと。このよう
な対応により再アセスやEIA報告書の
大幅な修正が生じる場合には、助言
委員会への報告を検討すること。」

• 2012年5月11日の助言委員会（全体会合）における、環境レビューへの助言
（下表、左欄）を踏まえ、以下の通り報告する（同右欄）。



4. 現在のスコープと主な変更点

8

現在の計画2012年時点項目

ベトナム石油・ガス公社（PVN)ベトナム電力公社（EVN）事業主

変更なしガスコンバインドサイクル発電所整
備、コンサルティング・サービス

事業内容

1,050MW750MWプラント容量

変更なしカントー市、オモン火力発電所群場所

下右図の通り（同パワーコンプレック
ス内での敷地変更）

下左図の通りプロジェクト
サイト

オモン1

オモン3

オモン2

オモン4

2012年時点

オモン1

オモン4

オモン3

オモン2

現在の計画

JICAによる円借款
（1号機 2009年完工）
（2号機 2015年完工）

独立系発電事業者

未定

本案件
（JICAによる円借款）

出典:Google Maps（地図データ©2025 Google）よりJICA作成 出典:Google Maps（地図データ©2025 Google）よりJICA作成 8
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 EIAについて（許認可状況の整理）
EVNが作成したEIA報告書（2018）は、2018年4月18日付Decision 
No.1228/QD-BTNMTに基づき、天然資源環境省（MONRE）によって承認
された。（出力および配置変更反映済）

 実施機関の変更を受け、事業者（PVN）は MONREにEIA報告書（2024）
を提出したところ、MONREは発電規模、技術的内容の変更、負の環境影
響の程度に違いがないことを理由に、EIAの再手続きは不要と通知（2025
年1月20日付Official Letter No. 448/BTNMT-MT）した。

 他に主な環境許認可について、事業者はCan Tho 人民委員会から事業承
認(2022年8月4日)、借地権契約 (2021年9月26日)等を取得している。

5. 最新状況と実施済みのEIA及び環境レビューとの整合性



5.最新状況と実施済の環境レビューとの整合性

10

 EIA報告書（2018, EVN）、EIA報告書（2024, PVN）では、大気汚染、水

質汚濁等の環境影響については、必要な措置を講じ規制基準等を遵守する
とともに周辺環境への配慮がなされる計画であることを確認した。

 EIA報告書（2024, PVN）の環境管理計画（EMP）、環境モニタリング計画
（EMoP）は、 2012年の環境レビューで合意したEMP並びにEMoPを前提

とした内容になっていることを確認した。ただし計画変更（地下水の取水
中止やベトナム国内法の改正）に伴う環境監視項目の変更・削除がある。

 なお、すでに住民移転については、2012年の環境レビューで合意したRAP
に沿って補償が完了したことを確認した。

⇒基本的な環境関連事項は変わっておらず、2012年の環境レビューの結果がベー
スとなっている。



6. 今後のプロセス

 2025年6月 助言委員会への報告（本会）

 2025年7～8月 L/A調印に向けた準備

（PVNに対する環境レビューを含む）

 2025年11月～2026年1月 L/A交渉

 2026年2月 L/A調印

 2027年4月～2029年1月 詳細設計、調達、施工

 2030年3月 完工

11



2025 年 6 月 6 日 

国際協力機構 

 

ビジネスと人権に関する環境チェックリスト改訂 

 

１．ビジネスと人権の取組 

日本政府は、2020 年に「ビジネスと人権」に関する行動計画を策定し、2022 年に「責任あ

るサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」を策定。 

JICA が 2022 年に改正した JICA 環境社会配慮ガイドラインの「序」にビジネスと人権に関

する国連指導原則について記載。JICA は、2023 年 10 月に新しい開発協力大綱の下、「JICA 

サステナビリティ方針」を公表し、基本的人権を尊重することを明示。2022 年 11 月に設

置されたサステナビリティ委員会にて、ビジネスと人権に係る取り組みの方向性について

も議論してきた。 

その中で行う施策の一環として、JICA 環境社会配慮ガイドラインにおける環境チェックリ

ストの改訂を行う。 

 

２．報告事項 

児童労働、強制労働、非差別、団結権・団体交渉権に関する項目を以下の下線のとおり環

境チェックリストに追記する。各記載内容は、世銀 ESS2 の内容を参照した。 

(7)労働環境 

(a)プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働安全衛生を含む労働環境に関する法律

が守られるか。 

(b)労働災害・事故防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェクト関係者

へのハード面での安全配慮が措置されるか。 

(c)安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛生を含む）の実

施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・実施されるか。 

(d)プロジェクトに関連し相手国等に直接雇用されるまたは従事する労働者（直接雇用労

働者）及び第三機関（工事中の請負業者等）に雇用されるまたは従事する労働者

（間接雇用労働者）の適切な保護（児童労働の禁止、強制労働の禁止を含む）及び

非差別・機会均等が図られるよう、適切な配慮がなされているか。 

(e)直接雇用労働者・間接雇用労働者からの苦情の表明が制限されないか。 

(f)労働者の組織や団体交渉に参加を希望する直接雇用労働者・間接雇用労働者への差別

や報復が行われないか。 

※労働環境に関する他の項目について今後対応を検討（例：Sexual Exploitation, Abuse 

and Harassment 等）。 

 

３．今後の予定 

7～9 月：関連文書作成等 

9～10 月：環境チェックリスト改訂決裁、運用開始。 

以上 

添付資料：別添：ESS２の該当部分  



【別添】 

世銀 ESS２の記載（該当部分） 
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